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Ⅰ 成果指標の進捗状況

目標値【Ｒ１０】R10推計値現状値策定時成果指標

現状水準を維持○現状水準を維持
834戸（Ｒ6）

8５３戸
（H30～Ｒ6平均）

約８００～900
戸で推移

①市営住宅募集戸数

暮
ら
し
を
支
え
る

住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
構
築

22.0%△20.3％18.8%(R5)16.1%(H25)
②共同住宅のうち、道路から

各戸の玄関まで車いす、ベビーカーで
通行可能な住宅ストックの比率

早期に解消×3.1％3.5％(R5)4.2％(H25)③最低居住面積水準未満率

50.0%△47.5％45.8%(R5)44.3%(H25)
④子育て世帯における

誘導居住面積水準達成率

30.0%○達成済５２．５%(R６)14.1%(H28)
⑤新築戸建住宅の

「札幌版次世代住宅基準」
スタンダードレベル以上適合率

良
質
な
住
宅
ス
ト
ッ
ク
の
形
成

及
び
将
来
世
代
へ
の
継
承

75.0%×45.5％43.4%(R5)39.7%(H25)
⑥高齢者（65 歳以上）の居住する

住宅の一定のバリアフリー化率

90.0%ーー
※R7実態調査

の結果を
反映予定

76.6%(H27)
⑦築25年以上の分譲マンションのうち

長期修繕計画を策定している
管理組合の割合

90.0%△83.7％83.6%(R5)82.1%(H25)
⑧住宅及び住環境に対して

満足している市民の割合

良
好
な
住
環
境

の
形
成

75.0%○80.8％74.7%(R5)65.9%(H25)
⑨近隣の人たちやコミュニティとの

関わりに満足と思う市民の割合

3第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



Ⅱ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況(法律改正)

現状１ 現計画以降の住宅に関わる主な法律の改正状況

概要法律名等時期

【現計画】『札幌市住宅マスタープラン2018』策定・公表12月平成30年

マンション管理適正化推進計画の作成(地方公共団
体)・管理計画認定制度・除却認定対象の拡充・敷地
分割制度

改正「マンション管理適正化法」施行
改正「マンション建替円滑化法」施行

4月令和4年

ZEH水準の等級の基準化改正「住宅の品質確保の促進等に関する法律」
施行

4月

ZEH水準の上位等級の基準化改正「住宅の品質確保の促進等に関する法律」
施行

10月

空家等活用促進区域、支援法人等の活用、勧告され
た管理不全空家の固定資産税・都市計画税減免の
解除

改正「空家等対策特措法」施行12月令和５年

全ての新築住宅や増改築部分における省エネ基準
適合の義務化

改正「建築物省エネ法」施行４月令和７年

４号特例の廃止（平屋かつ200㎡以下以外）改正「建築基準法」施行４月

生活困窮者・被生活保護者における住まいの相談に
対応できる体制の整備

改正「生活困窮者自立支援法」施行
改正「生活保護法」施行

４月

住宅確保要配慮者の住まい確保（居住サポート住宅
認定制度の創設等）

改正「住宅セーフティネット法」施行10月

サービス付き高齢者向け住宅の要件緩和（目的外使
用、面積基準等）

改正「高齢者住まい法」10月

『札幌市住宅マスタープラン2018』策定・公表

4第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



図 住宅地の平均地価の推移（札幌市）

図 中古住宅価格の推移（北海道）

図 木造住宅の建築費の推移（札幌市）

Ⅲ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（経済情勢）

現状2 住宅市場の動向

・住宅の建築費、不動産（中古住宅）価格、
住宅地の地価は、横ばいから上昇局面へ

・中古マンション、住宅地は、７年間で1.7倍

・マイナス金利政策の解除（R6.3）に伴い
主要金利（住宅ローン）も上昇基調
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図 主要金利の推移
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5第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26
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Ⅳ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（人口動態）

図 人口・一般世帯数・人口増加率の推移

資料︓各年国勢調査結果（総務省統計局）、国立社会保障・人口問題研究所、札幌市まちづくり政策局政策企画部企画課

※１ 昭和15〜40年の人口は組替人口の数値
※２ 昭和20年の人口については、「人口調査」（昭和20年11月１日）による
※３ 一般世帯︓施設等の世帯（寮・寄宿舎の学生・生徒、病院・療養所の入院者、社会施設の入居者等）を除く世帯

現状3 人口・世帯数の推移及び将来推計

・人口は、令和2年をピークに減少に転じ、以後、緩やかに減少傾向が続くものと推計
・当面増加が続く世帯数は、令和12年をピークに減少に転ずると推計

⇒ 次期住マスは、人口減少・世帯数減少が前提

27年 1,952,356 
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6第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



Ⅳ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（人口動態）

現状4 世帯主が高齢者である世帯数の推移

・世帯数は、令和12年以降減少するが、世帯主が高齢者の世帯は、その後も増加が続く見込み

9,514 30,280 

283,952 
320,858 353,697 374,640 391,582 412,159 

626,922 
616,231 623,062 606,653 579,140 533,340 

27 
3 
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不詳

資料︓各年国勢調査結果（総務省統計局）、推計値は札幌市（R5）

図 世帯主年齢別一般世帯数の推移

世帯主が高齢者の世帯は、増加が続く

世帯数のピーク
推計値

（43.6％）

世帯主年齢
65歳以上

世帯主年齢
15～64歳

世帯主年齢
～14歳

世帯主年齢
不詳

（38.2％）
（30.9％）

住マス2018 次期住マス

（40.4％）

7第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



現状5 高齢単身世帯・高齢夫婦のみ世帯数の推移

・世帯主が高齢者の世帯の多くは、高齢単身世帯、高齢夫婦のみ世帯
・高齢単身世帯・高齢夫婦のみ世帯ともに年々増加し、次期住マス期末には、一般世帯の３分の１
・高齢単身世帯は、R２年からの２０年間で１．５倍（うち８５歳以上は２倍以上）となる見込み

Ⅴ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅確保要配慮者）
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図 高齢単身世帯の推移 図 高齢夫婦世帯（世帯主が65歳以上の夫婦のみ世帯）の推移

合計 約24万世帯
（一般世帯の24.4％）

推計値 推計値

合計 約31万世帯（一般世帯の32.9％） 1/3
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資料︓各年国勢調査結果（総務省統計局）、推計値は札幌市（R5）

8第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26
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資料︓令和元年・令和６年札幌市統計書

現状6 障がい者数の推移

・障がい者の数・割合は、年々増加しており、令和５年時点で、138千人（人口の７％）
・手帳所持者別には、「身体障がい者」が最多だが、近年減少傾向にある一方で、

「精神障がい者」が増加傾向にある

Ⅴ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅確保要配慮者）

図 障がい者数の推移の推移
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9第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



現状７ 子育て世帯数の推移

・子育て世帯数は、年々減少し、令和２年度は一般世帯の約６分の１（約16万世帯）
・平成22年まで増加傾向にあったひとり親と子どもの世帯は、直近では減少傾向
・夫婦と子どもの世帯における共働きの割合は、5年ごとに10ポイントずつ増加

Ⅴ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅確保要配慮者）

図 子育て世帯数（18歳未満の世帯員のいる一般世帯）の推移

資料(いずれも)︓各年国勢調査結果（総務省統計局）

図 夫婦と子ども（※）の世帯における夫婦の就業状態
※ 最年少の子ども年齢が18歳未満
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その他の世帯

10第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

+10.0%
+9.2%

住マス2018



Ⅴ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅確保要配慮者）

図 生活保護受給世帯・住宅扶助受給世帯の推移

資料︓各年被保護者調査（厚生労働省）

現状８ 低額所得世帯数などの推移

・低額所得世帯(年収400万円未満)は、世帯数・割合ともに増加傾向
・生活保護受給世帯数（そのうち住宅扶助受給世帯数）も、年々増加し、５年間で約２千世帯増加

49,580 
51,666 52,126 52,823 53,593 54,162 54,411 54,516 55,063 55,451 55,852 56,623 

46,460 
48,519 49,095 49,840 50,464 51,088 51,316 51,357 51,918 52,370 52,679 53,430 

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（世帯）

生活保護受給世帯数 住宅扶助受給世帯数

H30年から2千世帯増加

図 低額所得世帯数(年収400万円未満)の推移

資料︓各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

319,400 
402,010 

471,320 478,480 509,200 550,500 

44.6%
52.4% 56.0% 55.6% 55.3% 56.9%

0%

20%

40%

60%

80%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

H10年 H15年 H20年 H25年 H30年 R5年

（世帯） 低額所得世帯（実数） 低額所得世帯（割合）

H30年から40千世帯増加

住
宅
扶
助
受
給
世
帯

生
活
保
護
受
給
世
帯

年収４００万円
未満の世帯数

一般世帯数に対する年収４００万円未満の世帯の割合

H27からR2年の世帯数増加 約46千世帯（現状３）

住マス2018

住マス2018

11第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



図 外国人のいる世帯の推移

資料︓各年国勢調査結果（総務省統計局）

3,003 

3,635 

4,186 
4,651 

6,318 

9,824 

0.4% 0.5% 0.5% 0.5%
0.7%

1.0%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

3.5%

4.0%

4.5%

5.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年

（世帯）
外国人のいる世帯（実数）

外国人のいる世帯（割合）

資料︓札幌市多文化共生・国際交流基本方針

図 外国人市民数及び外国人市民割合の推移

522 657 1,089 1,570 1,353 1,689 
2,059 2,302 

2,780 
3,342 

2,148 
3,334 

118 
204 

616 

1,600 

1,650 

2,328 

127

871

2,257 
2,426 

2,628 

2,947 

3,188 

3,444 

1,675 
1,657 

1,632 

1,563 

1,568 

1,522 

2,703 
2,768 

3,270 

3,610 

3,462 

4,180 

9,334 
10,014 

12,015 

14,632 

13,496 

17,368 

0.48%
0.52%

0.62%

0.75% 0.69%

0.89%

-0.4%

-0.3%

-0.2%

-0.1%

0.0%

0.1%

0.2%

0.3%

0.4%

0.5%

0.6%

0.7%

0.8%

0.9%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H25 H27 H29 R1 R3 R5

（人）
その他

特別永住者

現状９ 外国人世帯数の推移

・「外国人のいる世帯数」は、世帯全体の１％程度だが、その数・割合は、近年急激に増加
・近年は、特に、特定技能制度による在留者や技能実習生が増加

10年間で
約２倍増加

※1 外国人技能実習制度 ： 国際貢献のため日本で一定期間（最長5年間）受け入れ、技能を発展途上国等へ移転する制度（平成５年創設）
2027年から人材確保・人材育成を目的とした「育成就労制度」に変更予定。

※2 特定技能制度 ： 深刻化する人手不足への対応として、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れる制度（平成30年創設）

Ⅴ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅確保要配慮者）

一般世帯数に対する外国人のいる世帯の割合

外
国
人
の
い
る
世
帯
数

そのほか

特別永住者

永住者

特定技能

技能実習

留学生

技術・人文知識
・国際業務

札幌市の総人口に
占める外国人市民の割合

住マス2018 住マス2018

（割合）（割合）

12第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

（※１）

（※2）
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図 相談内容

居住支援相談窓口「みな住まいる札幌」における相談傾向
Ⅴ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 13第１回民間住宅部会

2025.1２.１０

図 入居予定者の年齢・性別

図 希望する月額家賃
図 入居予定者の住み替え理由

資料：「みな住まいる札幌」における相談記録票の整理及び分析に関する業務
（令和６年度札幌市居住支援協議会）

令和 4 年度分と令和 5 年度分の相談記録票をもとに分析

・最も多い住み替え理由は、「将来不安」
・希望する家賃帯は、５万円以下が半数

現状ⅤA



住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅の賃貸人（大家）の意識

・賃貸人（大家）のうち約７割が、高齢者、障がい者、

外国人に対して拒否感がある（全国調査）

・市内でも、約６割の大家が入居を断った意見あり

・大家のリスク低減やセーフティネット住宅の要件

の厳しさについてご意見

図 住宅確保要配慮者の入居に対する賃貸人（大家等）の意識 （全国）

出典︓令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会資料（国土交通省）
（公財）日本賃貸住宅管理業協会の会員を対象に令和３年度国土交通省調査（回答187団体））

資料︓平成27年民間賃貸住宅に
関するアンケート調査（回答321票）

図 入居を断った対象（札幌市内、平成27年）

図 入居を断った経験の有無（札幌市内、平成27年）

62％

57％

56％

37％

0％

15％

入居を断った経験がある (64.0%) ない (36.0%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

●札幌市居住支援協議会における取組（R6）

賃貸人（大家）や不動産関連団体との意見交換

【ご意見】

・セーフティネット住宅は、賃貸人がリスクを背負う制度という印象が強く、リスク低減や分散が必要

・登録要件（床面積25㎡など）が厳しい

・外国人や障がい者に対する拒否感がある など

14Ⅴ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 14第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

現状ⅤB



「居住サポート住宅」の認定制度（2025年10月～）

・居住支援法人等が大家と連携し、入居中の居住サポート（３点セット）を行う住宅
・居住サポート住宅事業に関する計画について、福祉事務所設置自治体の長が認定
・居住支援法人等が見守り等を行うことで、大家の不安軽減に繋がる

Ⅴ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

●居住サポート住宅

出典︓国土交通省

現状ⅤC

15



16Ⅴ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 16第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

「セーフティネット住宅」の登録要件の緩和

札幌市は、促進計画を策定していないため
「北海道賃貸住宅供給促進計画」（H29)による

出典︓令和７年度 改正住宅セーフティネット法等に関する全国説明会資料（国土交通省）

現状ⅤD



1717民間賃貸住宅に関するアンケート（速報） 17札幌市住まいの協議会調査①

調査期間調査対象調査目的調査名

令和７年12月３日
～令和７年12月19日

市内に事務所のある北海道
宅建協会会員（1,000件）
回収数：１５．７％（１５７件）

民間賃貸住宅の賃貸人に対し、
要配慮者の受け入れの意向な
どを把握

民間賃貸住宅に
関するアンケート

住宅確保要配慮者の入居を断った経験の有無 入居を断った対象

39 (54.2%)

37 (51.4%)

24 (33.3%)

13 (18.1%)

9 (12.5%)

1 (1.4%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

高齢者

外国人

低額所得者

障がい者

刑余者（刑務所を出所した方）

ひとり親 n=72

64.0%

55.8%

36.0%

44.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H27調査

(n=150)

R7調査

(n=129)

断った経験がある 断ったことがない

賃貸住宅の戸数

26件0戸

52件～10戸

40件～50戸

13件～100戸

17件～500戸

7件501戸～

2件無回答

空室の割合（最も高い割合）

76％10％未満

13％20％未満

4％30％未満

7％30％以上

質問１ 所有する民間賃貸住宅

空室の理由（5％以上）

45％築年数の経過

27％設備の老朽化

11％立地の便

8％家賃の高さ

5％間取りの悪さ

5％面積の狭さ

5％駐車場のなさ

23％その他

16％回答なし

空室解消の対策（5％以上）

42％設備のリフォーム

36％家賃の値下げ

22％広告・宣伝の強化

12％外装リフォーム

10％窓やドア改修

6％建替え

12％その他

9％分からない

15％回答なし

40m2を超える
部屋の新築経験

38％経験あり

5３％経験なし

9％無回答

質問２ 住宅確保必要配慮者の受け入れ

n=129

n=129

n=129 n=129



・孤独死(24件)
・家賃の滞納(19件)
・近隣トラブル(15件)
・死後の残置物の処理(14件)
・事故物件(10件)
・言葉、文化の違い（9件）

要配慮者の入居を断った理由や懸念の軽減に繋がる支援策要配慮者の入居を断った理由や懸念

質問３ セーフティネット住宅の登録
や居住サポート住宅の認定

サポート住宅SN住宅制度の認知度

16％36％元々知っていた

27％20％今回知った

55％40％知らない

2％3％無回答

サポート住宅SN住宅登録等の経験

7％４％あり/予定あり

84％93％なし/予定なし

9％3％無回答

質問４ 賃貸住宅のリフォーム

実施したことのあるリフォーム

78％設備のリフォーム

73％内装

73％宅配ボックス

56％外装

33％窓・ドア

27％共同玄関・廊下

24％間取りの変更

19％屋根・外壁の断熱

7％オートロック

3％バリアフリー

2％太陽光発電設備

0％耐震改修

6％該当なし

リフォームの有効性

76％有効

2％リフォームするくら
いなら建て替える

0％リフォームするくら
いなら売却する

22％分からない・無回答

40m2を超える
部屋のリフォーム経験

11％経験あり

8７％経験なし

2％無回答

賃貸住宅に使える補助制度の認知度

24％エコリフォーム補助制度市

9％SN住宅入居支援事業補助金
（家賃債務保料等の補助）

4％見守り機器設置費等補助金

19％SN専用住宅改修事業国

18％長期優良住宅リフォーム推進事業

61％いずれも知らない

n=129

n=129

54％賃貸人が死亡した時の残置物のサポート

43％孤独死・事故に対する損害保険

43％見守り機器設置費等補助金

39％賃借人の緊急連絡先の引き受けを行う公的機関

36％賃貸人の見守りサポート

36％生活保護受給者における家賃の代理納付

36％賃借人の死後手続のサポート

28％家賃補助

19％困りごとの相談先

19％賃借人の入居のサポート

4％その他補助金

20％該当なし

1818民間賃貸住宅に関するアンケート（速報） 18札幌市住まいの協議会調査①



19191919子育て世帯のお住まいに関するアンケート（速報） 19札幌市住まいの協議会

調査期間調査対象調査目的調査名

令和７年11月28日
～令和７年12月12日

市内在住の１２歳未満の子ど
もがいる家庭（2,000世帯）
回収数：33.8%(675票)

住宅施策立案の基礎資料と
して、子育て世帯の住まい
に関する悩みなどを把握

子育て世帯のお住ま
いに関するアンケート

世帯人数

4％２人

33％３人

44％４人

15％５人

4％６人以上

1％無回答

質問１ 回答者の世帯属性

保護者の年齢

6％20代以下

35％30代

47％４0代

10％５0代以上

0％無回答

勤務状況

68％共働き

23％父親のみ就労

7％母親のみ就労

1％その他・無回答

高校生以上中学生小学生未就学子人数

88％82％31％43％０人

6％13％45％37％１人

1％1％20％17％２人

0％0％1％2％３人

5％4％2％1％無回答

≧3人2人1人合計現在の住まい

37％35％19％30％戸建新築
持家

5％９％7％７％MS

14％８％6％8％戸建既存
持家

9％16％14％14%MS

5％1％2％2％戸建賃貸
住宅

25％29％50％35％ｱﾊﾟｰﾄ・社宅

4％2％2％2％公営UR他

2％1％1％1％無回答

質問２ 中古住宅について

61％選択肢となる

25％選択肢にならない

14％どちらともいえない

1％無回答

0％7％17％9％１部屋子
ど
も
部
屋
数

15％23％39％27％２部屋

35％49％32％41％３部屋

48％20％12％23％≧４部屋

2％0％0％1％無回答

現在の住まいの住み替え理由

55％子どもの誕生・成長等

19％結婚

17％転勤

15％従前住宅に対する不満

9％家族等の近居

4％住み替えしていない

1％相続

5%その他

1％無回答

質問３ 現在の住まいについて

n=225 n=320 n=128n=675

（※無回答 2）

n=202

n=50

n=56

n=96

n=13

n=238

n=14

n=6

n=59

n=180

n=276

n=155

n=5

調査②



20202020子育て世帯のお住まいに関するアンケート（速報） 20札幌市住まいの協議会

現在の住まいに満足なこと

70％通勤・通学の便利さ

59％買い物等生活の便利さ

42％家の広さ

39％公園の近さ

35％間取り

34％部屋数

30％水回り

24％断熱性能

24％病院の近さ

23％収納

21％敷地の広さ

15％遮音性能

15％省エネ性能

15％耐震性能

14％児童会館の近さ

2％満足なことがない

8％その他

1％無回答

現在の住まいに不満なこと

38％収納

35％家の広さ

33％部屋数

27％水回り

26％間取り

22％省エネ性能

22％耐震性能

19％断熱性能

19％遮音性能

14％敷地の広さ

11％通勤・通学の便利さ

10％買い物等生活の便利さ

8％病院の近さ

5％児童会館の近さ

3％公園の近さ

12％不満なことがない

8％その他

1％無回答

質問４ 将来的な住み替え意向

賃貸住宅の回答者（ｎ＝265名）

17％現在の賃貸住宅に住み続けたい

26％別の賃貸住宅に住み替えたい

52％持ち家を取得して住み替えたい

6％無回答

質問３ 現在の住まいについて（続き）

質問５ 住宅に関する制度の認知度

制度の認知度

59％フラット３５

25％長期優良住宅認定制度

24％住宅エコリフォーム補助制度

11％子育てグリーン住宅支援制度

10％住宅瑕疵担保責任保険

8％低炭素建築物認定制度

6％札幌版次世代住宅基準

5％建物現況調査（インスペクション）

4％北方型住宅

3％居住支援相談窓口「みな住まいる札幌」

3％木造住宅耐震改修工事等補助事業

2％SN住宅等入居支援事業補助金

1％木造住宅耐震診断員派遣事業

1％危険空家等除却補助制度

1％北海道リフォームアドバイザー派遣事業

1％住宅性能評価制度

32％いずれも知らない

43%

調査②



現状10 住宅数の推移（空き家を除く）

Ⅵ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅ストック）

・人が居住する住宅ストックは、年々増加し、約96万戸（令和５年）
・一戸建が3分の1、共同住宅が3分の2という構成は、概ね変わらないが、

共同住宅に占める持ち家（マンション）の割合が、増加傾向にある

図 建て方別所有関係別専用住宅戸数の推移

23.9 (31.7%)

25.1 (30.2%)

25.7 (30.3%)

28.0 (30.7%)

29.4 (30.7%)

2.1 

(2.8%)

1.9 

(2.3%)

1.8 

(2.1%)

1.5 

(1.6%)

1.1 

(1.1%)

0.3 

0.5 

0.5 

0.9 

1.4 

1.4 

2.3 

2.0 

1.7 

1.7 

11.4 

(15.1%)

14.2 

(17.0%)

14.6 

(17.2%)

15.3 

(16.7%)

17.0 

(17.8%)

34.3 (45.5%)

37.1 (44.6%)

37.5 (44.2%)

42.3 (46.4%)

43.8 (45.7%)

1.9 

1.8 

2.8 

1.6 

1.4 

754,780戸

832,040戸

849,280戸

912,400戸

958,400戸

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

H15年

H20年

H25年

H30年

R5年

（万戸）

2,662.1 (48.5%)
123.8 

(2.3%)
78.6 

124.2 

(2.3%)

634.3 

(11.6%)
1,737.4 (31.6%) 123.8 54,893,100戸

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

R5年

（万戸）

一戸建（持ち家） 一戸建（借家） 一戸建（その他）
長屋建 共同住宅（持ち家） 共同住宅（借家）

19.0% 1.6% 79.4%

13.6% 12.6% 73.8%

木造 非木造（１～２階） 非木造（３階以上）

札
幌
市

全
国

共同住宅一戸建 長屋建

持ち家（127.7㎡）

借家（100.4㎡）
その他

持ち家（80.1㎡） 借家（44.4㎡）
その他

共同住宅の構造種別

木造 非木造（３階以上）

非木造（３階以上）

非木造（1～2階）

共同住宅の構造種別

資料︓各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

21第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



現状11 居住水準の推移・建築時期

・住宅規模（床面積）は持ち家と借家の間に依然大きな差
・一戸建の規模が減少する一方、共同建の規模が増加し
一戸建と共同建の規模の差は、縮小傾向

・最低居住水準に達しない世帯は、従来と変わらず
30代、40代の子育て世帯を中心に上昇（１割超）

・住宅ストックの建築時期は、築35年以上経過する住宅
が、概ね、３～４割程度

・築45年以上の割合は、一戸建は共同建の２倍

Ⅵ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅ストック）

R05H30H25世帯主年齢

3.2％2.1%2.1％～24歳

3.5％4.2%4.2％～29歳

13.2％12.9%14.0％～34歳

10.3％11.6%10.1％～39歳

8.7％9.5%9.0％～44歳

9.7％8.3%10.3％～49歳

7.3％8.1%6.5％～54歳

6.6%6.6%6.1％～59歳

4.1%4.5%5.0％60代

3.0%3.6%3.5％70代～

表 持ち家・民営借家の建て方別 平均床面積の推移
（専用住宅）

R5H30H25建て方所有

127.7m2128.3m2130.4m2一戸建持家

80.1m282.8m279.0m2共同建

100.9m2101.6m2105.5m2一戸建民営

43.3m243.3m241.6m2共同建借家

表 世帯主年齢別 最低居住水準未満率

0.5%

0.6%

0.1%

3.1%

2.8%

1.1%

14.8%

8.4%

7.7%

20.8%

11.2%

22.3%

18.4%

18.0%

21.5%

7.2%

6.7%

11.0%

7.4%

5.6%

9.2%

7.6%

9.6%

8.0%

4.9%

4.5%

6.1%

7.7%

6.7%

8.1%

0.7%

0.6%

1.1%

6.9%

25.3%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一戸建

長屋建

共同住宅

住宅総数

326,500戸

17,800戸

622,400戸

S56 新耐震基準

▼S46

▼S26 ▼S56 ▼H3 ▼H13 ▼H18 ▼H23 ▼H28 ▼R1 ▼R5～

図 住宅の建て方別 建築時期（令和５年）

資料いずれも：各年 住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

不詳

築25年築35年築４5年

4751

64 57

築15年

22第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



現状12 住宅ストックの性能

Ⅵ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅ストック）

62,740戸

(6.5%)

625,914戸

(64.7%)

117,665戸

(12.2%)
117,300戸

(12.1%) 不詳

43,780戸

（4.5%）

バリアフリー・省エネをいずれも満たす

バリアフリー・省エネをどちらか満たす

バリアフリー・省エネをいずれも満たさない

昭和55年
以前建設

新耐震基準（806,319戸） 旧耐震基準

人が居住している住宅ストック総数 967,400戸

将来世代に継承できる
良質な住宅の供給

リフォーム等による性能の向上
耐震改修や

建替等による
対応

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）、一部札幌市独自集計

※１ 建替中の住宅の数を含むことから、住宅数（現状10）との間に差異がある
※2 「バリアフリーを満たす」 ・・・ 高度のバリアフリー（段差のない室内＋２か所以上の手すり＋住居内を車いすで移動可能）を満たしている住宅について集計
※3 「省エネを満たす」 ・・・ 「二重サッシ又は複層ガラスの窓（すべての窓にあり）」及び「同（一部の窓にあり）」を満たしている住宅について集計

・人が居住する住宅ストックのうち、新耐震基準（806千戸）を満たしたうえで、
バリアフリー・省エネ双方の性能を満たす住宅は、６2千戸余

・新耐震基準を満たす他の住宅（744千戸）や旧耐震基準の住宅（117千戸）を、
次世代に継承し、活用を図るにあたっては、性能向上のための一定のリフォーム等が必要

図 住宅ストックが有する主な性能 （令和５年）

23第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

（※１）

（※2・3）



二次的住宅

1,500戸

賃貸用の空き家

111,600戸

売却用の

空き家

10,900戸

その他の空

き家

31,800戸

800戸

共同住宅(木造)

36,700戸

共同住宅(非木造)

72,700戸

一戸建

2,300戸

共同住宅

(非木造)

8,400戸

一戸建

11,700戸

共同住宅(木造)

3,700戸
共同住宅(非木造)

15,400戸

空き家総数

155,800戸

一戸建

図 空き家数と空家率の推移

資料︓各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）
※その他住宅 ： 別荘などの二次的利用、賃貸用・売却用以外の人が住んでいない住宅（転勤・入院等のため長期不在の住宅、建替えのため取り壊すことになっている住宅など）

現状13 空き家数の推移

・空き家数は、年々増加し、令和５年は約156千戸と過去最多（７戸に１戸は、空き家）
・空き家の種別では、賃貸用が最多（３分の２）で、次いでその他の空き家（５分の１）

・共同住宅の空き家の大半は、賃貸用（約112千戸）として流通する一方で、
一戸建の空き家の大半は、市場に流通していない「その他の空き家」 （約１2千戸）

図 空き家の内訳（令和５年）

610 750 
2,500 3,100 2,190 2,670 2,810 2,100 1,500 

41,130 

64,520 61,400 
77,100 71,820 

107,690 

104,380 

76,100 

111,600 

5,020 

8,600 
5,990 

2,900 

10,900 

10,060 

8,020 14,500 

18,200 27,780 

16,600 28,970 

44,300 

31,800 

51,800 

73,290 
78,400 

98,400 
106,810 

135,560 
142,150 

125,400 

155,800 

9.3%
11.2%

10.5%

12.0% 12.1%

13.8%
14.1%

11.9%

13.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

S58年 S63年 H5年 H10年 H15年 H20年 H25年 H30年 R5年

（戸）
系列6

その他

売却用

賃貸用

賃貸・売却用

二次的

空家率

Ⅵ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅ストック）

空き家率

空き家数

その他

売却用

賃貸用

二次的

売却・賃貸用

（割合）

24第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

住マス2018

（※）
（※）



29,000 
37,900 

43,400 

62,600 

78,400 

13,400 20,700 24,700 33,800 45,200 

7.8%
9.1%

10.2%

14.0%
16.4%

3.6%
5.0% 5.8%

7.5%
9.5%

-25%

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

H15年 H20年 H25年 H30年 R5年

（世帯）

65歳以上の単身世帯が住む持ち家 うち75歳以上の単身世帯が住む持ち家

持ち家に占める65歳以上の単身世帯が住む持ち家の割合 持ち家に占める75歳以上の単身世帯が住む持ち家の割合

現状14 持ち家に住む高齢単身世帯の推移

・持ち家に住む高齢単身世帯は、持ち家の6戸に1戸（令和5年で約78千世帯に増加）
・その半数以上（持ち家の１０戸に１戸）が、75歳以上の高齢者であり、その数、割合ともに年々増加

図 持ち家に住む高齢単身世帯（65歳以上）の推移

Ⅵ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅ストック）

持ち家に住む
高齢単身者

うち
75歳以上

+19千世帯

+16千世帯

+6千世帯
+12千世帯

+9千世帯
+4千世帯

持ち家に住む高齢単身世帯の割合

うち、75歳以上の高齢単身世帯の割合

資料︓各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

（割合）

25第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26
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10.4%

(31,300戸 )

11.2%

(37,600戸 )

12.7%

(43,400戸 )

12.2%

(44,100戸 )

13.3%

(50,500戸 )

8.8%

(26,540戸 )

11.5%

(38,700戸 )

13.9%

(47,500戸 )

14.2%

(51,500戸 )

17.2%

(65,300戸 )

80.8%

(243,820戸 )

77.2%

(258,980戸 )

73.5%

(251,660戸 )

73.6%

(267,200戸 )

69.4%

(263,200戸 )

301,660戸

335,280戸 342,560戸

362,800戸
379,000戸

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

H15年 H20年 H25年 H30年 R5年

（戸）

系列4

新築（分譲+注文）

中古住宅（共同住宅・その他）

中古住宅（一戸建て・長屋建て）

現状15 中古住宅の取得状況

・取得された持ち家は、従来から中古より新築が多いものの、中古住宅の数・割合が徐々に増加
・令和５年に限れば、中古住宅がはじめて３割以上を占め、特に、共同住宅の流通が伸びている
・２０年間でみても、中古住宅の流通量増（＋58千戸）は、新築住宅（＋２０千戸）の３倍

図 持ち家として取得された新築住宅・中古住宅の推移

資料︓各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

Ⅵ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（住宅ストック）

新築住宅
（新築分譲住宅＋新築注文住宅）

中古住宅
（共同住宅・その他）

中古住宅
（一戸建・長屋建）

20年間で、約２０千戸増

20年間で、約58千戸増

第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26
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16.8% (69,373戸)

7.0% (28,659戸)

8.5% (35,233戸)

13.7% (56,571戸)

7.9% (32,450戸)

16.8% (69,450戸)

65.7% (270,786戸)

67.4%

24.5%

29.5%

37.2%

28.9%

50.2%

29.4%

41.0%

19.8%

22.4%

30.2%

21.7%

42.0%

36.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

車いすで通行可能な廊下幅

段差のない屋内

車いすで通行可能なアプローチ

一定のバリアフリー化

設備なし

民営の借家

公営の借家

その他の借家等

住宅ストックの性能（バリアフリー性能）

図 バリアフリー性能の状況 （借家の内訳別）

27Ⅵ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（民間賃貸住宅） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

一定のバリアフリー化︓高齢者のための設備等のうち、以下のいずれかに該当すること
・２箇所以上の手すりの設置 ・段差のない屋内

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局・札幌市独自集計）

図 エレベーター有 （共同住宅）

33.3%(131,463戸)

39.6%

51.7%

0% 50% 100%

民営の借家

公営の借家

その他の

借家等

・民営の借家におけるバリアフリー「設備なし」やEVの設置率は低いが、一定の戸数はある

現状ⅥA

27



Ⅵ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

住宅ストックの性能（バリアフリー性能）

・一定のバリアフリー化の整備率は、持ち家は借家の倍以上。共同住宅は一戸建てより、
15ポイント程度低い

・ 借家や共同住宅は、相対的に、バリアフリー設備「設備なし」の住宅が多い

図 バリアフリー性能の状況 （所有関係別） （建て方別）

56.5%

21.3%

11.4%

20.9%

5.5%

44.3%

35.6%

42.1%

15.7%

8.4%

16.9%

3.4%

31.2%

32.6%

29.8%

15.8%

18.4%

23.9%

18.8%

29.8%

50.4%

62.5%

12.5%

12.5%

12.5%

12.5%

33.1%

12.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

車いすで通行可能な廊下幅

段差のない屋内

車いすで通行可能なアプロー

チ

一定のバリアフリー化

設備なし

一戸建て

長屋建て

共同住宅

その他

38.9%

17.7%

15.8%

22.8%

14.1%

35.0%

45.1%

59.1%

27.7%

22.2%

31.0%

19.3%

51.9%

31.4%

20.8%

8.5%

10.4%

15.8%

9.7%

20.0%

62.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

車いすで通行可能な廊下幅

段差のない屋内

車いすで通行可能なアプローチ

一定のバリアフリー化

設備なし

全体

持ち家

借家

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）、「一定のバリアフリー化」は札幌市独自集計

一定のバリアフリー化︓
２箇所以上の「手すりの
設置」又は「段差のない
屋内」がある住宅

現状ⅥB
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新築着工戸数

・改正SN法により、セーフティネット住宅に登録可能な民間借家ストックは、9.8％（約４万戸）増加
ただし、最低居住水準（単身世帯25ｍ２）との関係性には留意が必要

・年間約１万戸新築される賃貸住宅の床面積要件（25m2）は、法改正前と変更なし

Ⅵ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

３人
世帯

４～
6人

１人
世帯

都市型誘導居住水準
（共同住宅）

最低居住水準

３人

７人～

１人
世帯

２人
世帯

２人
世帯

18㎡未満

4.7%

18～25㎡

9.8%

25～30㎡

9.3%

30～40㎡

25.7%

40～50㎡

24.4%

50～75㎡

16.4%

75～

100㎡

5.2%

100㎡

以上

4.4%

409.6
千戸

４人世帯～

セーフティネット住宅
登録要件の

緩和範囲

法改正前／
新築住宅の
登録要件

図 民間借家の床面積の分布

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果
（総務省統計局・札幌市独自集計）

消費税
引上げ（８％）

建築基準法改正
（建築確認の厳格化）

4,732 

4,068 
3,909 

3,864 
4,103 

3,754 
4,041 

3,673 
3,532 

3,415 
3,772 

4,170 
4,041 

4,163 
3,466 

3,501 
3,840 

3,699 
3,678 

3,698 
3,530 

3,743 
2,931 

2,637 
2,721 

5,694 

4,879 
4,292 

5,577 
5,706 

6,259 
4,629 

4,684 
4,447 

1,592 
1,810 

3,386 
3,300 

3,169 

2,614 
2,762 

2,955 
2,995 

2,762 
3,458 

3,481 
3,483 

3,878 
2,702 

1,922 

9,438 

11,045 
12,801 

13,856 
14,969 

18,572 

18,402 

12,166 

9,931 

6,045 

7,953 

8,557 
10,728 

9,342 

9,317 
10,117 

12,100 
12,058 

11,233 
8,811 

8,527 
8,826 

8,908 
10,032 

10,447 

20,281 
20,073 

21,106 

23,320 

24,917 

28,662 

27,128 

20,575 

17,996 

11,121 

13,546 

16,116 

18,091 

16,688 

15,445 
16,393 

18,916 
18,785 

17,687 

15,999 
15,548 

16,071 
15,761 

15,445 
15,107 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

（戸）

持家 分譲 借家 給与

資料︓各年住宅着工統計

図 住宅建設着工戸数の推移

消費税引上げ
（10％）

東日本大震災

マイナス金利政策（～R6.3）

コロナ禍

胆振東部地震

リーマンショック

現状ⅥC
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Ⅵ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

・借家に居住する世帯主は、60歳以上の割合が、５分の１から４分の１に増加
・家賃５万円未満は ３０m2（1人最低居住水準）未満の層で４分の３程度あるが、床面積の増加に伴い減少
・家賃は全体的に上昇しており、特に、低額所得世帯の上昇額が大きい

資料︓令和5年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

（単位：円）

図 民間借家（共同住宅）の世帯主年齢

30歳未満

75,500 

19%

30歳代

70,100 

18%

40歳代

68,500 

18%

50歳代

71,400 

18%

60歳代

49,700 

13%

70歳以上

55,000 

14%

R5

21.2％ 26.8％

表 借家の１か月家賃

30歳未満

73,900 

21%

30歳代

77,000 

22%
40歳代

71,900 

20%

50歳代

57,700 

16%

60歳代

42,500 

12%

70歳以上

33,000 

9%

H30

民間賃貸住宅の状況

14.4%

2.8%

1.6%

1.8%

2.8%

38.5%

13.3%

3.5%

5.1%

19.7%

22.2%

29.2%

11.8%

8.3%

14.1%

9.5%

15.4%

34.4%

21.7%

9.8%

18.3%

28.6%

4.2%

12.8%

27.1%

13.8%

9.9%

23.8%

2.1%

4.9%

18.8%

18.1%

9.9%

14.3%

3.0%

2.6%

14.9%

39.1%

23.9%

23.8%

0.3%

0.2%

0.5%

4.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30㎡未満

～50㎡未満

～70㎡未満

～100㎡未満

～150㎡未満

150㎡以上

図 民間賃貸住宅（共同建）の床面積別家賃帯

30,000円未満 40,000円未満

50,000円未満

60,000円未満

70,000円未満

80,000円未満

不詳

現状ⅥD
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住宅ストックの性能（省エネ性能・耐震性）

・いずれの省エネ設備も、持ち家が借家を上回る整備率
・「太陽光を利用した発電機器」は、特に、持ち家で設置率が増加
・耐震性不十分な住宅は、約８万戸（16.6％）であり、一戸建てが約６万戸となっている

図 省エネルギー性能整備状況

0.3%

0.5%

0.3% 0.4%
0.4%

0.5%

0.7%

0.5%
0.6%

0.7%

0.2%

0.3%

0.2% 0.2% 0.2%

0.2%

0.3%

0.2% 0.2% 0.1%
0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

H15年 H20年 H25年 H30年 R5年

太陽熱を利用した温水機器等

住宅総数 持ち家 借家 民営借家

0.1% 0.2%

0.6%

0.8%

1.3%

0.2% 0.2%

0.9%

1.5%

2.3%

0.1%
0.1%

0.2%
0.2% 0.3%

0.1% 0.1% 0.2% 0.2% 0.2%0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

H15年 H20年 H25年 H30年 R5年

太陽光を利用した発電機器

住宅総数 持ち家 借家 民営借家

71.6%
72.7%

67.9%

67.1%

66.5%

74.5%
75.9%

71.8%
71.0%

70.1%
73.2%

74.0%

69.7%
67.4%

67.4%

72.2% 73.7%

68.8%

66.4%

66.8%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

H15年 H20年 H25年 H30年 R5年

二重以上のサッシ又は複層ガラスの窓（全ての窓）

住宅総数 持ち家 借家 民営借家

2.1ポイント増加

Ⅵ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

237,300戸

78.9%

1,300戸

0.4%

62,100戸

20.7%

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

図 耐震性能

152,700戸

89.6%

1,100戸

0.6%

16,700戸

9.8%

S55以前
耐震性あり

一戸建 共同建

S55以前
耐震性不十分

S56以降
耐震性あり

S55以前
耐震性あり

S55以前
耐震性不十分

S56以降
耐震性あり

現状ⅥE
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・リフォーム工事を行った持ち家は、ここ５年間で約10千戸増加

・省エネ改修・バリアフリー改修に対する「住宅エコリフォーム補助制度」は、累計約13千件

図 リフォーム工事実施戸数の推移

資料︓各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

住宅のリフォーム工事の実施状況

416,300 424,290 447,900 
478,300 

117,000 129,900 131,700 141,100 

28.1%

30.6%

29.4% 29.5%

27%

27%

28%

28%

29%

29%

30%

30%

31%

31%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H20年 H25年 H30年 R5年

（戸）

持ち家総数 リフォーム工事を行った持ち家数 リフォーム工事実施割合

Ⅵ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 32第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

図 「住宅エコリフォーム補助制度」による補助件数

43 142 492 731 835 972 858 914 955 941 1,223 1,139 1,224 1,266 1,316 
43 185 677 

1,408 
2,243 

3,215 
4,073 

4,987 
5,942 

6,883 
8,106 

9,245 
10,469 

11,735 
13,051 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

（件）

補助件数 累積件数

5,793件(H31～R5)

現状ⅥF



わからない借家（賃貸住宅）で
構わない

建物を所有すれば
土地は借地でよい

土地・建物は
両方とも所有

4.0％11.3％2.9％81.7％1993年

6.6％11.4％5.2％76.9％2003年

1.9％21.3％7.8％69.0％2013年

19.4％24.7％3.6％50.6％2023年

33

世帯と住宅のミスマッチ・若年層の住宅所有に対する意識変化

・子育て世帯と高齢世帯における住宅規模とのミスマッチ

・20代・30代の土地・住宅の所有意識は、30年間で大きく減少する一方、
借家（賃貸住宅）で構わない、わからないと回答している層が増えている

図 子育て世帯及び65歳以上の単身世帯、高齢夫婦世帯の延べ面積比較

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

※18歳未満の子供のいる夫
婦と子供世帯の居住面積︓
11〜18歳未満の子供が２人
いる「４人世帯」と想定し
て算出

1.4%

13.0%

0.8%

7.4%

21.5%

7.4%

19.7%

17.8%

15.3%

28.0%

22.8%

33.2%

35.1%

17.5%

31.4%

8.4%

7.4%

12.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳未満の子供のいる夫婦と子供世帯

65歳以上の単身世帯

高齢夫婦世帯

29㎡以下 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡以上

最低居住面積水準(50㎡)以上 都市居住型誘導居住面積水準(95㎡)以上 一般型誘導居住面積水準(125㎡)以上 

最低居住面積水準(25㎡)以上 都市居住型誘導居住面積水準(40㎡)以上 一般型誘導居住面積水準(55㎡)以上 

最低居住面積水準(30㎡)以上 都市居住型誘導居住面積水準(55㎡)以上 一般型誘導居住面積水準(75㎡)以上 

（４人世帯※）

（２人世帯）

（１人世帯）

表 土地・建物の所有意識（20～39歳） （全国）

増加減少

Ⅵ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 33第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

資料︓「土地問題に関する世論調査」 （1993年）「土地問題に関する国民の意識調査」（1998年以降）（国土交通省 不動産・建設経済局）
における土地の所有に関する意識意向から39歳以下の回答を抽出し、割合を計算したもの

増加

現状ⅥG



3434Ⅵ 民間住宅をとりまく状況と今後の課題 34第１回民間住宅部会
2025.1２.１０

図 住宅種類別の世帯主年齢

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

・持ち家（一戸建）に住む世帯主の６割超が、60代以上

・民営借家（共同住宅）に住む世帯主の５割超が、40代以下

・借家に住む子育て世帯の住み替え先は、「持ち家」よりも「借家」が優勢

住宅種類別の世帯主年齢と住み替え意向

10.0%

(84,500)

0.7%(2,000)

4.9%

(400)

24.0% (75,500)

0.7% (200)

11.8%

(99,900)

6.1%

(18,200)

9.9% (800)

22.3% (70,100)

1.5% (400)

16.3% (137,900)

13.7% (40,600)

22.2% (1,800)

21.8%(68,500)

6.2%

(1,700)

19.9% (167,800)

16.5% (49,100)

28.4% (2,300)

22.7% (71,400)

12.0% (3,300)

20.0% (169,400)

20.6% (61,200)

27.2% (2,200)

15.8% (49,700)

19.3% (5,300)

32.0% (270,000)

43.1% (128,000)

12.3% (1,000)

17.5% (55,000)

61.1% (16,800)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

持ち家一戸建

持ち家共同住宅

民営借家共同住宅

公営の借家

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

16.7%

31.8%

21.3%

2.8%

6.4%

8.0%

16.0%

39.1%

15.1%

8.8%

24.4%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢世帯

子育て世帯

持ち家から持ち家 持ち家から借家 借家から持ち家 借家から借家 その他 不明

図 今後住み替える際の居住形態 （高齢世帯・子育て世帯）

持ち家→借家

借家→借家借家→持家
持ち家→持ち家

その他

資料︓令和5年住生活総合調査（国土交通省）

不明

マッチング

現状ⅥH



35

資料︓札幌市※現在の市域に組み替えた数値

26,082 
26,611 

26,340 

26,307 
25,955 

25,884 

25,908 

25,894 

25,747 

25,805 

25,797 

25,788 

25,560 

174 
746 1,178 1,178 1,178 1,178 1,178 1,119 967 889 729 698 511 

677 
2,036 

2,883 
4,168 

8,280 

13,662 

17,675 

20,625 

23,446 
24,989 

26,256 

27,357 27,518 27,485 

27,133 27,062 27,086 27,013 26,714 26,694 26,526 26,486 26,071 394 
487 

616 

821 

1,010 

1,241 
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1,543 

1,672 
1,757 

1,822 
1,881 1,914 1,952 1,973 
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-1,200

-800

-400

0

400

800

1,200

1,600

2,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

S25年

度

30年度 35年度 40年度 45年度 50年度 55年度 60年度 H2年度 7年度 12年度 17年度 22年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 R2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

（千人）

（戸）

築
35
年
以
上

現状16 市営住宅の管理戸数の推移

・管理戸数は、平成26年をピークに緩やかに減少し、現在の管理戸数は約26,000戸

Ⅶ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（市営住宅） 35第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

▼住宅基本計画1994 ▼住宅マスタープラン2011
▼住宅基本計画2005 ▼住宅マスタープラン2018（管理戸数の抑制）

緩やかに減少

借上市営住宅

27,795戸
（平成26年）

札幌市の人口

図 年度別管理戸数の推移

直
接
建
設



20

98
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1010
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954952
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859848843
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325326
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200
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154
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180
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40

94105

225

6360
40

0

200

400
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800

1,000

1,200

S40年 45年 50年 55年 60年 H2年 7年 12年 17年 22年 27年 R2年 6年

（戸）

図 竣工年別管理戸数

資料︓札幌市

現状17 市営住宅ストックの建築時期・更新見込

・昭和40年代後半以降、建築された市営住宅ストックが、今後順次、法定耐用年限（７０年）を経過

・今後、建替え戸数は、近年の平均建替え戸数の約９倍に相当し、直近の予算規模を前提として

建替えを進める場合には、法定耐用年限を大幅に超過する住棟の急増が見込まれる

平均876戸/年

平均97戸/年

Ⅶ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（市営住宅）

法定耐用年限70年経過後、単純に建て替える場合

24年・・・・

新築戸数

平均876戸/年

約９倍
16,646戸

36第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26



資料︓札幌市

現状18 市営住宅の応募状況と入居率の推移

・現計画期間の市営住宅の募集戸数は、平均800戸超

・応募倍率は、前計画期間より低水準にて推移

・市営住宅の入居率も、減少傾向が続く

Ⅶ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（市営住宅） 37第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

図 市営住宅の入居率（政策空家を除く）の推移

図 市営住宅の募集戸数と応募状況（新規（～H29）・定期・短期（再募集除く）・通年の合計）
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93.0%

91.7%
89.8% 89.1% 88.1%

86.4%

85%

90%

95%

100%

H25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 R2年度 3年度 4年度 5年度 6年度



無

544棟

76%

変則

16棟

2%

有

156棟

22%なし

9,000戸

34%

TES

6,987戸

27%

集中暖房

7,010戸

27%

湯沸器

276戸

1%

湯沸器

（リース）

2,177戸

8%

電気温水器

452戸

2%

FF

169戸

1%

浴室なし

225戸

1%

モルタル

12,728戸

49%

ユニット式

2,184戸

8%

ユニットバス

10,640戸

41%

身体障がい者用

294戸

1%

＜ 給湯設備 ＞＜ 浴室 ＞ ＜ エレベーター ＞

現状19 市営住宅の設備等の整備状況

・市営住宅の浴室は、モルタルとユニットバスで約９割だが、浴室なしの住戸も１％
・給湯設備なし（レンタル等で対応）が、3分の１
・エレベーター未設置の住棟は、全住棟の４分の３

図 市営住宅の設備等の整備状況

Ⅶ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（市営住宅）

資料︓札幌市（令和６年度末現在）

716棟26,071棟26,071棟

38第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

仕上げがモルタルの浴室
で浴槽は入居者がリース

仕上げがユニットの浴室
で浴槽は入居者がリース

ガス温水システム
（暖房・給湯一体型）

スキップフロア型、踊り場着床型

※大半は
取り壊し予定

なしの場合は給湯器を
リースや購入で対応



図 札幌市全体及び市営住宅入居者の高齢化率（65歳以上）の推移

資料︓いずれも札幌市
※調査時点 市営住宅︓各年３月末

札 幌 市 ︓各年４月１日現在住民基本台帳人口

現状20 市営住宅の入居者の状況

・市営住宅入居者の高齢化率は、札幌市全体のおよそ２倍（５割超）
・世帯規模は、単身世帯がおよそ半数、２人以下の世帯で８～９割を占める

資料︓札幌市（令和7年3月末現在）

図 世帯人員別世帯割合
（高齢者がいる世帯のみ）

図 世帯人員別世帯割合（全体）

Ⅶ 札幌市の住宅・住環境をとりまく状況（市営住宅）

市営住宅入居者の状況

単身世帯

54.2%

２人世帯

38.0%

３人世帯

6.7%

４人世帯

0.9%
５人以上世帯

0.2%

35.9%

40.4%

44.3%

48.2%

51.3%
52.7% 52.6%

55.2%

23.1%
25.0%

26.3% 27.4% 28.1% 28.3% 28.6% 28.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

H26年 27年 28年 29年 30年 31年 R2年 3年 4年 5年 6年 7年

市営住宅 

札幌市 

約２倍

15,379世帯

39第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

単身世帯

48.6%

２人世帯

37.5%

３人世帯

9.8%

４人世帯

3.0% ５人以上世帯

1.1%

21,707世帯

92.2％

86.1％



Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（市営住宅の状況）

市営住宅の管理戸数抑制の取組
・住宅マスタープラン2018で示した市営住宅の管理戸数の「抑制」の方針に基づき、建替えに合
わせて空き住戸を減少させたことで住戸数は減少

・住戸タイプも世帯規模に合わせて変更
図 市営住宅の年度別管理戸数の推移（再掲）

26,082 26,611 26,340 26,307 25,955 25,884 25,908 25,894 25,747 25,805 25,797 25,788 25,560 

174 746 1,178 1,178 1,178 1,178 1,178 1,119 967 889 729 698 511 

677 
2,036 2,883 

4,168 

8,280 

13,662 

17,675 

20,625 

23,446 
24,989 

26,256 
27,357 27,518 27,485 27,133 27,062 27,086 27,013 26,714 26,694 26,526 26,486 26,071 

394 
487 

616 

821 

1,010 

1,241 

1,402 
1,543 

1,672 
1,757 

1,822 1,881 1,914 1,952 1,973 

0

500

1,000

1,500

2,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

S25年度 30年度 35年度 40年度 45年度 50年度 55年度 60年度 H2年度 7年度 12年度 17年度 22年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 R2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

（千人）（戸）
市営住宅戸数
借上市営住宅戸数

築
35
年
以
上

資料︓札幌市

第１回市営住宅部会
2025.12.18

図 建替時の抑制手法事例（発寒団地建替事業（事業年度平成27～令和20年度））

資料︓札幌市都市局
市街地整備部住宅課

※現在の市域に組み替えた数値

22棟（571戸）

余剰地

10棟（419戸）

余剰地

-152戸
（-26％）

単身向 306戸
世帯向 265戸
車いす住戸 0戸

単身向 3４０戸
世帯向 ５９戸
車いす住戸 ２０戸

札幌市の人口

40

現状ⅦA



・市営住宅ストックは全てが耐火構造であり、法定耐用年限70年と長期的な活用が前提
・人口は35年後には現在の約80％となり、高齢者数も令和27年以降、減少に転じることも考慮
することが必要

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課（令和６年度末現在）

構造別管理戸数・棟数

図 構造別管理戸数

Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（市営住宅の状況） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

耐用年限住宅

70年耐火構造の住宅

45年準耐火構造の住宅

30年木造の住宅

図 公営住宅法で定められた耐用年限

※建て替える場合は、耐用年限の1/2を経過
していることが条件となる（公営住宅法）

13.8%

(248)
12.5%

(234)

11.7%

(224)

11.4%

(222)

10.9%

(215)
10.3%

(202)

9.5%

(185)

9.0%

(172)

8.9%

(164)
8.7%

(156)

8.6%

(149)
8.4%

(140)

8.2%

(131)

71.6%

(1,286)

70.2%

(1,318)
67.7%

(1,292)
63.7%

(1,244)
61.3%

(1,209)
60.2%

(1,185)
59.2%

(1,149)
57.6%

(1,097)
55.0%

(1,018)
53.1%

(951)
52.0%

(897)
51.4%

(853)
51.0%

(811)

14.6%

(263)

17.3%

(325)

20.5%

(392)

24.9%

(486)
27.8%

(549)
29.5%

(580)
31.3%

(607)
33.3%

(634)
36.2%

(670)
38.2%

(683)
39.4%

(680)
40.2%

(667)
40.8%

(648)

1,797 
1,878 1,908 1,952 1,973 1,967 1,941 1,903 1,852 1,790 1,726 1,660 1,590 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成12年

（2000年）

17年

（2005年）

22年

（2010年）

27年

（2015年）

令和２年

（2020年）

７年

（2025年）

12年

（2030年）

17年

（2035年）

22年

（2040年）

27年

（2045年）

32年

（2050年）

37年

（2055年）

42年

（2060年）

（千人）

高齢者人口（65歳以上）
生産年齢人口（15～64歳）
年少人口（０～14歳）

推計値

図 年齢階層別人口の将来動向

資料︓総務省「国勢調査結果」（平成12〜令和2年）
札幌市まちづくり政策局推計（令和7〜42年）

▼高齢者数のピーク

0 (0.00%) 4 (0.02%)

18,335 

(70.33%)

7,732 

(29.66%)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

簡易耐火

２階

低層耐火

（１、２階）

中層耐火

（３～５階）

高層耐火

（６階以上）

（戸）

約80％に減少

現状ⅦB

41



・床面積は、民間借家と比べて、市営住宅が広い
・世帯向けの市営住宅（57.4㎡以上）の戸数が、半数以上を占める

図 市営住宅の面積別管理戸数

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課（令和６年度末現在）

面積別管理戸数

※単身向け住宅の面積要件の緩和（R6）

単身向け住宅の応募倍率が高いことから、単身で入居可能な

床面積上限を55㎡以下から57.4㎡以下に緩和

30㎡未満

28 

(0.1%)

30～40㎡未満

795 

(3.0%)

40～50㎡未満

4,132 

(15.8%)

50～60㎡未満

7,301 

(28.0%)60～70㎡未満

7,867 

(30.2%)

70㎡以上

5,948 

(22.8%)

単身向 ～57.4㎡ 世帯向 57.4㎡～

Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（市営住宅の状況） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

３人
世帯

４～
6人

１人
世帯

都市型誘導居住水準
（共同住宅）

最低居住水準

３人

７人～

１人
世帯

２人
世帯

２人
世帯

18㎡未満

4.7%

18～25㎡

9.8%

25～30㎡

9.3%

30～40㎡

25.7%

40～50㎡

24.4%

50～75㎡

16.4%

75～100㎡

5.2%

100㎡以上

4.4%

409.6
千戸

４人世帯～

セーフティネット住宅
登録要件の

緩和範囲

法改正前／
新築住宅の
登録要件

図 民間借家の床面積の分布

資料︓令和５年住宅・土地統計調査結果
（総務省統計局・札幌市独自集計）

26,071戸

2人

３人世帯

４人
世帯

５人世帯

６人～

2人
世帯

3人
世帯

4人
世帯～

都市型誘導居住水準
（共同住宅）

最低居住水準

現状ⅦC
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図 市営住宅の応募者数・倍率（定期のみ）

市営住宅の応募状況

・応募倍率は、平成17年からの20年間で45.2倍から16.２倍に減少
・世帯向けの募集戸数が、単身向けを大きく上回っている

2025.11.26 第１回札幌市住まいの協議会Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（市営住宅の状況） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課
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図 市営住宅の募集戸数（定期のみ） 世帯・単身向け

単
身
向
け

世
帯
向
け

※募集は、「定期」「短期」「通年」と３種類あり合計が「募集戸数」（成果指標）であるが、一番比較しやすい「定期」のみ
の比較としている。

現状ⅦD

43



世帯別市営住宅の応募状況

・世帯向けの応募者数が減少する一方、単身向けの応募者数は横ばいで推移
・応募倍率は、世帯向けと単身向けの間で大きな差がある

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課

2025.11.26 第１回札幌市住まいの協議会Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（市営住宅の状況） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

図 市営住宅の応募者数（定期のみ） 世帯・単身向け

図 市営住宅の応募倍率（定期のみ） 世帯・単身向け
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現状ⅦE
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資料：令和6年度第2回札幌市住まいの協議会：資料（別紙４）

図 R5定期募集で高倍率・低倍率の団地の家賃と近隣の民間住宅家賃の相場（参考）

近隣の
民間住宅家賃例※

家賃
（１分位～6分位）

参考住戸倍率応募者
募集
戸数

区

8～9万円2.9～5.7万円
築16年 2LDK 56.1㎡
地下鉄南北線最寄駅から徒歩5分以内 EVあり

136.0 1,90514北

高

倍

率

5.8～7.3万円2.1～4.1万円
築11年 1LDK 43.7㎡
地下鉄東西線最寄駅から徒歩5分以内 EVあり

134.0 3,08423厚別

7.2～8万円2.6～5.1万円
築37年 2DK 65.5㎡
地下鉄南北線最寄駅から徒歩10分以内 EVあり

46.5 932北

7.7～8.5万円3.3～6.5万円
築20年 3LDK 72.9㎡
地下鉄東西線最寄駅から徒歩10分以内 EVあり

32.4 87727厚別

5.2～6.5万円2.3～4.5万円
築45年 1LDK 46.3㎡
地下鉄東豊線最寄駅から徒歩5分以内 EVあり

23.6 1426東

6.9～8.5万円2.4～4.7万円
築38年 3DK 70.0㎡
地下鉄東西線最寄駅から徒歩20分超 EVなし3F

1.2 2318手稲

低

倍

率

5.7～6.7万円2.1～4.2万円
築41年 3DK 68.0㎡
地下鉄東豊線最寄駅から徒歩20分超 EVなし4F

0.7 1924東

5.5～6万円2.7～5.3万円
築10年 2LDK 60.6㎡
地下鉄東豊線最寄駅から徒歩20分超 EVあり

0.4 819東

5.1～6.1万円2.6～5.1万円
築33年 3DK 70.6㎡
JR最寄駅から徒歩15分以内 EVなし1F

0.2 15手稲

6.8～7.5万円3.1～6.1万円
築25年 3LDK 72.5㎡
JR最寄駅から徒歩20分超 EVなし1F

0.0 01清田

※近隣の民間住宅家賃例は部屋の広さ、築年数、最寄り駅からの徒歩時間が似ている物件を不動産ポータルサイトより抽出

・立地や設備の状況等によって、応募倍率は100倍を超える団地から1倍に満たない団地まで相
当の差があり、利便性の高い団地への応募の極端な偏りがみられる

市営住宅の応募倍率の偏在

2 市営住宅をめぐる現状と課題（市営住宅の状況） 4545Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（市営住宅の状況） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

45

現状ⅦF



図 市営住宅入居世帯数及び入居率推移

※政策空き家︓建替を控える住棟や返還間近の借上市営住宅等、新規募集を停止している空き家

市営住宅の入居状況

・入居世帯数や入居率は、減少傾向が続いている

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課

Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（市営住宅の状況） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

25,453 25,403 25,113 24,897 24,694 24,476 24,171 23,834 23,313 22,713 22,261 21,707 

96.4% 96.4%
95.2% 94.7% 93.7% 94.2%

93.0%
91.7%

89.8%

89.1% 88.1%
86.4%
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30,000

35,000

40,000

H25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 R2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

（世帯）
入居世帯数 入居率（政策空き家を除く）

現状ⅦG
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2.3%

3.8%

5.6%

8.5%

4.9%

6.9%

4.5%

6.3%

8.1%

11.5%

12.7%

11.2%

14.5%

19.9%

28.6%

20.9%

18.7%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R7.3月末

H30.3月末

47.3％

80代以上７０代

31.8％

図 年齢別入居者割合

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課（令和６年度末現在）

障がい者の

いる世帯

5,018世帯

23.1%
市営住宅

入居世帯数

21,707世帯

生活保護

受給世帯

3,648世帯

16.8%
市営住宅

入居世帯数

21,707世帯

図 障がい者のいる世帯・生活保護受給世帯数

・70歳以上が全体の約５割で、平成30年と比べ、70代・80代以上があわせて約15％増加
・障がい者のいる世帯は約23％、生活保護受給世帯は約17％で、市全体と比べて割合は多い

入居者の特性

Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（入居者） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

※市全体では137，741名（7.0％）
（令和６年版札幌市統計書）

※市全体では57,297世帯（5.8％）
（令和５年札幌市）

50代30代 60代40代20代10代10歳未満

現状ⅦH
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一般階層

裁量階層

Ⅰ分位

17,048戸

(80.6%)

Ⅱ分位

752戸

(3.6%)

Ⅲ分位

570戸

(2.7%)

Ⅳ分位

550戸

(2.6%)

Ⅴ分位

647戸

(3.1%)

Ⅵ分位

447戸

(2.1%)

Ⅶ分位

484戸

(2.3%)

Ⅷ分位

626戸

(3.0%)

未申告

18戸

(0.1%)
1,517 

1,432 
1,325 1,384 

1,519 

6.41% 6.14% 5.83% 6.22%
7.00%

0.0%

2.5%

5.0%
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10.0%
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500

1,000
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居
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帯
に
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る
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合
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％
）
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数
（
世
帯
）

世帯 割合

図 入居者の収入分位

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課（令和６年度末現在） 資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課

図 収入超過者の推移

図 高額所得者の推移

・入居者の収入は、最も低いⅠ分位(政令月収104,000円以下)が約８割を占める
・収入超過者は6％程度、高額所得者は0.3％程度で推移

入居者の収入分布

Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（入居者） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

※収入超過者：一般世帯で政令月収15.8万円(Ⅴ分位）を超え、明渡
の努力義務あり

※高額所得者：明渡基準の政令月収31.3万円（Ⅷ分位の１ランク上）
を超え、明渡義務あり

政令月収収入分位

104,000円Ⅰ分位

104,001～123,000円Ⅱ分位

123,001～139,000円Ⅲ分位

139,001～158,000円Ⅳ分位

158,001～186,000円Ⅴ分位

186,001～214,000円Ⅵ分位

214,001～259,000円Ⅶ分位

259,001円～Ⅷ分位

313,001円～高額

73 
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67 67 
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253 235 239 
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0
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R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

（件）

その他（父母,

孫,祖父母,兄弟

姉妹,甥・姪）
子

配偶者

17.5%

14.9%

15.6%

17.0%

14.7%

15.3%

13.3%

12.5%

12.7%

13.4%

10.9%

11.6%

11.8%

9.2%

9.9%

12.8%

9.2%

10.2%

14.3%

28.7%

24.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

高齢者のいない世帯

高齢者のいる世帯

合計

0～4年 5～9年 10～14年 15～19年 20～24年 25～29年 30年以上

・居住年数が２０年以上の入居者は全体の約４５％を占める
・入居承継の承認件数は、年間350～400件程度で推移し、配偶者への承継が多い

図 入居者の居住年数

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課

資料︓札幌市都市局市街地整備部住宅課（令和６年度末現在）図 入居承継の承認件数

入居者の居住年数等

2 市営住宅をめぐる現状と課題（住まう人） 49Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（入居者） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

44.９％が20年以上居住

49
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図 家賃額の感じ方の比較

資料︓R4市営住宅アンケート

図 生活状況の比較

50Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（入居者） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

・家賃が安いと感じている市営住宅の入居者は、民間賃貸住宅入居者の倍以上いるが、生活状況が
苦しいと回答した割合はそれほど変わらない

入居者の家賃の負担感と生活状況

4.4%

21.6%

9.5%

20.8%

35.7%

23.9%

33.8%

14.8%

8.5%

4.5%

2.0%

3.9%

6.1%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間賃貸住宅(n=819)

公営住宅(n=1,190)

安い やや安い 普通 やや高い とても高い わからない 無回答

23.7%

29.7%

35.4%

39.2%

25.2%

16.6%

3.8%

0.8%

1.0%

0.2%

11.0%

13.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

民間賃貸住宅(n=819)

公営住宅(n=1,190)

苦しい やや苦しい 普通 やや余裕がある 余裕がある 無回答
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賃貸住宅の家賃

資料︓各年住宅・土地統計調査結果（総務省統計局）

図 １か月当たり家賃（共益費・管理費含む、家賃０円を含まず）の推移

43,239 

51,108 51,689 
53,061 52,847 53,637 

57,019 

31,136 

40,930 

24,344 
23,832 24,754 25,067 25,198 

43,608 

49,805 
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52,835 

52,052 

60,865 60,566 59,517 
57,982 58,209 

61,957 

20,000

25,000
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35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

H5 H10 H15 H20 H25 H30 R5

（円） 借家（専用住宅）総数

公営の借家

民営借家（木造）

民営借家（非木造）

・令和５年時点において、民営借家（非木造）約6万2千円／月、公営借家で約2万5千円／月と、約

４万円／月の開き

・民営借家は、近年家賃が上昇し、３０年間で約1.２倍

約４万円

近年上昇傾向

Ⅶ 市営住宅をとりまく状況と今後の課題（民間賃貸住宅） 第１回市営住宅部会
2025.12.18

現状ⅦL
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Ⅷ 『札幌市住宅マスタープラン』の目的等

■ 計画の目的・役割

【目的】
本市の住宅施策の目標と具体的施策の方向性を明確化し、将来の住宅・住環境の在り方を展望
しながら総合的な住宅施策を展開すること

【役割】
本市の住宅施策を長期的、総合的な視点から整理・体系化し、今後の住宅施策を展開する際の方
向性を示すガイドライン

■ 『札幌市住宅マスタープラン』策定の経緯

・平成6(1994）年 『札幌市住宅基本計画1994』 策定

・平成１８（２００６）年 住生活基本法・住生活基本計画（全国計画）

住宅の「量の確保」から住生活の「質の向上」へ

・平成23(2011)年 名称を『札幌市住宅マスタープラン』に変更

・平成30(2018)年 『札幌市住宅マスタープラン2018』策定（現計画）

住宅基本計画2005 住宅マスタープラン2011 住宅マスタープラン2018住宅基本計画1994
▼現計画

第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26

52
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Ⅷ 『札幌市住宅マスタープラン』の位置付け

【 国・北海道 】

住生活基本計画
（全国計画）

北海道
住生活基本計画

第２次 札幌市まちづくり戦略ビジョン

部門別計画
・さっぽろ未来創生プラン
・都市計画マスタープラン
・立地適正化計画
・耐震改修促進計画
・空家等対策計画
・マンション管理適正化推進計画
・高齢者支援計画
・障がい者プラン
・子ども未来プラン
・子どもの貧困対策計画
・多文化共生・国際交流基本方針
・再犯防止推進計画
・地域防災計画
・強靱化計画
・気候変動対策行動計画

など

個別の住宅事業

【 札幌市 】

・札幌市市有建築物の配置基本方針
・市有建築物及びインフラ施設等の管理

に関する基本的な方針

上位計画

整合

連携
整合

踏まえる

※住マス2018策定以後に、
策定・改定された計画を含めて記載

展開
個別の住宅事業は、
住宅マスタープランに
基づき策定・展開

部門別計画

R8.3改定予定

R9.3改定予定

・国の「住生活基本計画（全国計画）」や北海道の「北海道住生活基本計画」と整合

・札幌市まちづくり戦略ビジョンを上位計画とする、住宅施策に関わる事項の分野別計画

第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26
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Ⅷ 『札幌市住宅マスタープラン2018』の概要

【計画期間】 平成30（2018）年度から概ね10年間

①「住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業」の普及促進

②高齢者向け住宅の供給支援
③障がい者への居住サポート
④子育て世帯に配慮した居住支援の推進
⑤民間住宅における住み替え支援制度の普及促進

①計画的かつ効率的な市営住宅の維持・更新
②民間賃貸住宅の有効活用

①公平・公正な入居管理の推進
②団地特性等に応じた入居者選考制度の運用

①災害時の居住の安定確保に向けた体制づくり
②緊急状況への迅速な対応

１ 世帯状況に応じた居住支援の推進

２ 計画的かつ効率的な市営住宅の維持・更新と
民間賃貸住宅の有効活用

３ 市営住宅入居制度の適正な運用

４ 災害時における居住の安定確保

①高断熱・高気密住宅の普及促進
②住宅の質の確保・向上に向けた取組の推進
③安全・安心な市営住宅ストックの構築

①分譲マンションの実態把握と適正な維持管理等への支援
②老朽化分譲マンションの改修等に向けた支援

①住宅の価値を適正に評価する制度の普及促進
②性能の確認された既存住宅の円滑な流通・活用の促進

１ 良質な住宅ストック形成に向けた取組の推進

２ 分譲マンションの維持管理等への支援

３ 住宅の価値を維持・向上するための取組の
推進

①地域主体のまちづくりルールの策定支援
②地域ごとの景観まちづくりの推進
③地域まちづくりと連携した市営住宅の整備
④空き家等対策の推進

①市営住宅のコミュニティ活性化
②地域コミュニティの維持・活性化に向けた支援

１ 魅力ある住環境の形成

２ 地域コミュニティの活性化

【目標１】

暮らしを支え
る住宅セーフ
ティネットの
構築

【目標２】

良質な住宅ス
トックの形成
及び将来世代
への承継

【目標３】

良好な住環境
の形成

未
来
に
つ
な
ぐ
安
全
・
安
心
な
住
ま
い
づ
く
り

基本理念・基本目標 基本方針 推進施策

54第１回札幌市住まいの協議会
2025.11.26
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55Ⅷ 住生活基本計画（R7年11月素案） 55札幌市住まいの協議会

（資料） 社会資本整備審議会・第６７回住宅宅地分科（令和7年11月26日） 【資料3】住生活基本計画(全国計画)(素案)

計画ⅧD


